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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第69期

第２四半期連結
累計期間

第69期
第２四半期連結
会計期間

第68期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,218,231 1,660,040 8,328,136

経常利益 (千円) 1,810 60,517 239,253

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) △27,479 53,069 △377,876

純資産額 (千円) ― 1,264,287 1,423,305

総資産額 (千円) ― 9,833,546 10,818,585

１株当たり純資産額 (円) ― 157.50 177.30

１株当たり四半期純利
益又は１株当たり四半
期(当期)純損失(△)

(円) △3.42 6.61 △47.07

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 12.9 13.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 11,634 ― 251,702

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △204,545 ― △423,962

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △412,300 ― △96,042

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,103,016 1,768,670

従業員数 (名) ― 435 406

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の金額については、第69期第２四半期連結累計期間及

び第68期は１株当たり四半期（当期）純損失であり、潜在株式がないため記載しておりません。第69期

第２四半期連結会計期間は、潜在株式がないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
435
(53)

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３ 臨時従業員には、アルバイト、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いておりま

す。

４ 従業員数が当第２四半期連結会計年度において40名増加しておりますが、主としてEPE(Thailand)Co.,

LTD.の生産調整に伴う人員増によるものであります。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
147
(40)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、アルバイト、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

駐車場関連事業 212,801

電子機器部品事業 762,916

合計 975,717

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　駐車場関連事業の内、時間貸駐車場の運営に関する部分は、生産実績として表示すべき適当な指標がな

いため、記載しておりません。

４　賃貸業は、生産実績として表示すべき適当な指標がないため、記載しておりません。

５　セグメント間取引については、相殺消去しております。

 

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

駐車場関連事業 914,590 303,070

電子機器部品事業 726,948 294,502

合計 1,641,538 597,572

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　賃貸業は、受注実績として表示すべき適当な指標がないため、記載しておりません。

４　セグメント間取引については、相殺消去しております。

 

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

駐車場関連事業 936,021

電子機器部品事業 693,280

賃貸業 30,737

合計 1,660,040

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。

（1）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～平成20年９月30日）におけるわが国経済は、米国におけ

るサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融不安、更には原油価格の乱高下、原材料価格の高騰等

により、企業の収益環境が厳しさを増すとともに、個人消費や企業の設備投資が鈍化するなど、国内景気の減

速感は一層強まってまいりました。

このような経済環境のもとで、当社では顧客満足度（品質・納期・コスト）の１００％達成と連結売上高

１００億円を目標とした中期経営計画「Challenge100」のスローガンの下、継続して業務改善・販売促進に

努めております。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（駐車場関連事業）

「駐車場関連事業」は、ガソリン価格の高騰による車両の使用抑制等で直営駐車場の稼働率が低下致しま

した。直近では原油価格が一転下げ基調となった事を受け、落ち着きを見せております。また、営業力強化や

原価低減（粗利率改善）等を積極的に推進しました結果、売上高は9億3,602万円、営業利益は1億1,294万円

となりました。

（電子機器部品事業）

「電子機器部品事業」は、前期から継続している生産の海外移管が順調に進んでおります。しかしながら、

電子機器は主要部材の生産中止や取引先の生産調整、更にLCDモニタの販売価格下落を受け、売上高・営業利

益共に計画未達におわりました。電子精密部品は当社のソケット・コネクタ等は堅調に推移したものの、連

結子会社（EPE株式会社並びにEPE Thailand Co.,LTD.）で取り組んでまいりました、新規分野（液晶テレビ

用冷陰極管電極）への拡販計画に遅延を生じたことから売上高・営業利益共計画に対し、大きく減少してお

ります。その結果、売上高は6億9,328万円、営業利益は5,517万円となりました。　

（賃貸業）

「賃貸事業」におきましては売上高 3,073万円、営業利益は1,254万円となりました。 

 

この結果、当第２四半期の連結業績は、売上高は16億6,004万円、営業利益は9,598万円、経常利益は6,051万

円、四半期純利益は5,306万円となりました。

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

（日本）

主力製品を扱っており、駐車場管理機械、電子部品及びCCFL等の販売が順調に推移したことなどから、売上

高は15億7,375万円、営業利益は1億7,399万円となりました。
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（アジア）

主に精密部品を扱っており、ＥＰＥ(Thailand)CO.,LTD.のアジア向け売上が低調に推移したことなどによ

り、売上高は8,628万円、営業利益は676万円となりました。
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（2）財政状態の分析

①資産

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、98億3,354万円（前連結会計年度比9億8,503万円減）とな

りました。

流動資産につきましては、現金及び預金、受取手形及び売掛金などが減少したこと等により、39億3,295

万円（前連結会計年度比8億97万円減）となりました。

固定資産につきましては、特記すべき重要な増減はありませんでした。結果としまして、59億59万円（前

連結会計年度比1億8,406万円減）となりました。 

②負債

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、85億6,925万円（前連結会計年度比8億2,602万円減）とな

りました。

流動負債につきましては、支払手形及び買掛金、1年内償還予定の社債、短期借入金等が減少した結果、41

億8,850万円（前連結会計年度比7億8,990万円減）となりました。

固定負債につきましては、社債等が減少したことなどにより、43億8,075万円（前連結会計年度比3,612

万円減）となりました。

③純資産

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、12億6,428万円（前連結会計年度比1億5,901万円減）と

なりました。これは四半期純損失の計上による利益剰余金と、為替換算調整勘定が減少したこと等による

ものであります。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における連結ベ－スの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業

活動で5,173万円、投資活動で1億1,198万円、財務活動により8,788万円、それぞれ減少した結果（第１四半期

連結会計期間末に比べ）、2億5,584万円減少し、11億301万円となりました。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

　営業活動の結果、減少した資金は、5,173万円となりました。

これは、増加要因として税金等調整前当期純利益5,875万円、減価償却費6,596万円があったものの、売上債権

の増加額5,431万円、仕入債務の減少7,106万円等の資金減少要因によるものであります。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

　投資活動の結果、支出した資金は、1億1,198万円となりました。

　これは、主に定期預金の純増加額1億1,506万円によるものであります。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

　財務活動の結果、減少した資金は、8,788万円となりました。

　これは、借入金の純減少額2,784万円と社債の償還6,000万円によるものであります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

（5）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は1,693万円であります。
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（6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループとしては、これらの状況を踏まえて、市場（お客様）からのニーズを的確に捉え、ご

満足頂ける製品を提案（提案型営業）する事で、主力製品である駐車場関連製品及び電子機器部品

製品の拡販を積極的に図ると共に、お客様の立場に立ってニーズを捉え、お客様が満足する新たな

提案型製品の拡充を図ってまいります。

具体的には、駐車場関連事業ではグループ内における販売体制の強化を進め、更なる拡販に努め

てまいります。電子機器部品事業においては、強固な収益基盤の早期確立に努め、更なる品質の向

上、原価低減の推進、営業力強化、リ－ドタイムの短縮、重点事業への開発力の強化などにより高加

価値商品の拡充を図り、他社に対する競争力を高めてまいります。

 

（7）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループでは、常に市場のニーズを的確に捉え、お客様が真に望む製品を提供出来るようス

ピ－ディ－な経営体制を構築し、自社ブランド製品を自社開発、自社生産、自社販売することによ

り、製品を通して広くお客様の満足と信用を得ることを経営方針としております。

 

（8）その他

当社株式は、平成20年9月の月末上場時価総額が5億円未満となりました。ジャスダック証券取

引所株券上場廃止基準第2条第1項第3号（上場時価総額）では、9ヵ月（事業の現状、今後の展開、

事業計画の改善その他ジャスダック証券取引所が必要と認める事項を記載した書面を3ヵ月以内

にジャスダック証券取引所に提出しない場合にあっては3ヵ月）以内に、毎月の月間平均上場時

価総額及び月末上場時価総額が5億円以上とならないときは、上場廃止となる旨規定されており

ます。

なお、ジャスダック証券取引所では、現下の株式市場の状況に鑑み、株券上場廃止基準のうち、

上場時価総額に係る基準について、平成20年12月31日までの間一時的に適用を停止しておりま

す。

このことを受けて、当社は平成21年３月31日までにジャスダック証券取引所へ「事業の現状、

今後の展開、事業計画の改善その他ジャスダック証券取引所が必要と認める事項を記載した書

面」を提出・開示する予定であります。本書面を提出することにより、平成21年１月から平成21

年９月までのいずれかの月において、月間平均上場時価総額及び月末上場時価総額が5億円以上

となったときは同上場廃止基準に該当しないことになっております。

当社は、今後も上場を継続して維持するよう努めてまいる所存であります。

当社事業のおかれる市場環境は、過当競争や原油価格の高騰等混迷が続いておりますが、中期

経営計画スローガン「Challenge100」の下、顧客優先主義をモットーとし、Q（品質）・D（納

期）・C（価格）の100％満足を念頭に置いた新商品の開発や積極的な市場開拓を推進し、新たな

需要を創造してまいります。

グループ会社を含む人材交流で適材適所を図ると共に複合製品の開発にも注力し、経営資源の

効率的な投下を行う事で市場における当社の評価・必要性を向上してまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,200,000

計 16,200,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,038,100 8,038,100
ジャスダック
証券取引所

―

計 8,038,100 8,038,100― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月30日 ― 8,038,100 ― 1,052,850 ― ―
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

本　房　周　作 福岡県福岡市博多区 2,832 35.23

サンキュー産業㈱ 東京都大田区山王２－３－15 784 9.75

曽　田　俊　之 東京都大田区 336 4.18

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 213 2.64

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 213 2.64

菊　池　由　和 福岡県糸島郡志摩町 163 2.02

曽　田　三　郎 東京都大田区 144 1.79

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲１－２－１ 140 1.74

テクニカル電子従業員持株会 東京都大田区大森西１－９－１２ 90 1.12

厚　見　　博 東京都練馬区 71 0.88

計 ― 4,987 62.05

(注)　 　株主曽田三郎氏(平成11年３月27日逝去)の持ち株数に関しましては、基準日(平成20年９月30日)現在、名

義書換未了のため、故人の名義のまま記載しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式     11,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  8,008,000　　　　　　　 8,008 ―

単元未満株式 普通株式     19,100 ― ―

発行済株式総数            8,038,100 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　　　　　 8,008 ―

(注) ) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株(議決権9個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式147株が含まれております。

　

 

 

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
テクニカル電子株式会社

東京都大田区大森西
１―９―12

11,000― 11,000 0.1

計 ― 11,000― 11,000 0.1

 

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 99 100 95 90 82 78

最低(円) 92 86 85 76 61 58

(注)　 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期

連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号)附則

第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しておりま

す。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年　

７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年　９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、聖橋監査法人により四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
(１)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第2四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,895,930 2,410,424

受取手形及び売掛金 879,247 1,029,725

たな卸資産 ※2
 859,907

※2
 967,812

その他 307,452 342,944

貸倒引当金 △9,583 △16,975

流動資産合計 3,932,954 4,733,931

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,673,126 1,764,750

機械、運搬具及び工具器具備品 761,670 766,146

土地 2,815,940 2,825,034

建設仮勘定 18,444 74,550

有形固定資産合計 ※1
 5,269,181

※1
 5,430,482

無形固定資産

のれん ※3
 338,618

※3
 352,977

その他 18,146 16,428

無形固定資産合計 356,764 369,406

投資その他の資産

その他 285,457 303,609

貸倒引当金 △10,813 △18,844

投資その他の資産合計 274,644 284,765

固定資産合計 5,900,591 6,084,653

資産合計 9,833,546 10,818,585

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 446,325 758,149

1年内償還予定の社債 140,000 360,000

短期借入金 3,271,719 3,418,178

引当金 11,594 14,783

その他 318,868 427,292

流動負債合計 4,188,506 4,978,406

固定負債

社債 160,000 220,000

長期借入金 2,235,131 2,238,499

退職給付引当金 43,960 46,999

役員退職慰労引当金 359,088 342,212

その他 1,582,571 1,569,159

固定負債合計 4,380,751 4,416,874

負債合計 8,569,258 9,395,280
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（単位：千円）

当第2四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,052,850 1,052,850

資本剰余金 236,436 236,436

利益剰余金 △528,879 △501,400

自己株式 △3,439 △3,400

株主資本合計 756,966 784,485

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,610 △4,623

土地再評価差額金 462,885 462,885

為替換算調整勘定 52,036 180,548

評価・換算差額等合計 507,311 638,810

少数株主持分 10 9

純資産合計 1,264,287 1,423,305

負債純資産合計 9,833,546 10,818,585
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(2)【四半期連結損益計算書】
    【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第2四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 3,218,231

売上原価 2,547,777

売上総利益 670,453

販売費及び一般管理費 ※1
 598,963

営業利益 71,490

営業外収益

受取利息 1,963

受取配当金 352

その他 10,307

営業外収益合計 12,623

営業外費用

支払利息 67,202

その他 15,100

営業外費用合計 82,303

経常利益 1,810

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,862

特別利益合計 3,862

特別損失

固定資産除却損 13,005

前期損益修正損 8,416

特別損失合計 21,421

税金等調整前四半期純損失（△） △15,748

法人税、住民税及び事業税 6,203

法人税等調整額 5,527

法人税等合計 11,730

少数株主利益 0

四半期純損失（△） △27,479
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　　【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第2四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 1,660,040

売上原価 1,277,160

売上総利益 382,879

販売費及び一般管理費 ※1
 286,895

営業利益 95,984

営業外収益

受取利息 1,814

受取配当金 107

その他 2,898

営業外収益合計 4,819

営業外費用

支払利息 33,097

その他 7,188

営業外費用合計 40,285

経常利益 60,517

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,251

前期損益修正益 56

特別利益合計 3,308

特別損失

固定資産除却損 5,067

特別損失合計 5,067

税金等調整前四半期純利益 58,759

法人税、住民税及び事業税 5,311

法人税等調整額 376

法人税等合計 5,688

少数株主利益 1

四半期純利益 53,069
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △15,748

減価償却費 130,963

のれん償却額 14,359

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15,424

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,029

製品保証引当金の増減額（△は減少） △160

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,039

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,875

未払人件費の増減額（△は減少） △18,019

受取利息及び受取配当金 △2,315

支払利息 67,202

有形固定資産売却損益（△は益） 13,005

売上債権の増減額（△は増加） 124,845

たな卸資産の増減額（△は増加） 92,858

仕入債務の増減額（△は減少） △287,991

その他 △13,190

小計 101,191

利息及び配当金の受取額 2,322

利息の支払額 △66,256

法人税等の支払額 △25,623

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,634

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 430,193

定期預金の預入による支出 △560,354

有形固定資産の売却による収入 12,855

有形固定資産の取得による支出 △94,071

無形固定資産の取得による支出 △3,065

投資有価証券の取得による支出 △1,890

貸付金の回収による収入 224

その他 11,563

投資活動によるキャッシュ・フロー △204,545

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △159,533

長期借入れによる収入 550,000

長期借入金の返済による支出 △522,728

社債の償還による支出 △280,000

自己株式の取得による支出 △39

財務活動によるキャッシュ・フロー △412,300

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60,443

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △665,654

現金及び現金同等物の期首残高 1,768,670

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,103,016
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変動がないと

認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　経過勘定項目の算定方法

合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

５　連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

連結会社相互間の債権と債務の相殺消去

　　　　当該債権と債務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わないで債権と債

務を相殺消去しております。

　　　連結会社相互間の取引の相殺消去

　　取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、親会社の金額に合わせる方法により

相殺消去しております

６　未実現損益の消去

四半期連結会計期間末在庫高に占める当該棚卸資産の金額及び当該取引に係る損益率を合理的に見積

もって計算しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

 

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  5,196,133千円

 

※２ 商品及び製品　　　　　　　　     153,219千円　 

　 　仕掛品　　　　　　　　　　　　   380,779千円

   　原材料及び貯蔵品                 325,908千円

※３ のれん及び負ののれんの表示
　のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま
す。相殺前の金額は次のとおりであります。

　　  のれん　　 　　               390,876千円

　　　負ののれん　　　               52,258千円

　　  差　　引　　　　              338,618千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　 5,278,778千円

 

※２ 商品及び製品　　　　　　　　     178,468千円　 

　 　仕掛品　　　　　　　　　　　　   399,132千円

   　原材料及び貯蔵品                 390,211千円

※３ のれん及び負ののれんの表示
　のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま
す。相殺前の金額は次のとおりであります。

　　  のれん　　 　　               406,772千円

　　　負ののれん　　　               53,795千円

　　  差　　引　　　　              352,977千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 79,000千円

給与手当 169,566〃

研究開発費 43,469〃

役員退職慰労引当金繰入額 9,175〃

貸倒引当金繰入額 167〃

賞与引当金繰入額 7,096〃

退職給付費用 11,052〃

 

第２四半期連結会計期間

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 45,937千円

給与手当 77,393〃

研究開発費 16,934〃

役員退職慰労引当金繰入額 4,804〃

貸倒引当金繰入額 38〃

賞与引当金繰入額 1,460〃

退職給付費用 5,657〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,895,930千円

預入期間が３か月超の定期預金 △792,914〃

現金及び現金同等物 1,103,016千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月

１日　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,038,100

 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,147

 

 

３　新株予約権等に関する事項
　　　　該当事項はありません。
 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　  該当事項はありません。

 

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

     株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理

を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べ

て著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

 

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 

 
駐車場関連
事業
(千円)

電子機器部品
事業
(千円)

賃貸業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

936,021693,28030,7371,660,040 ― 1,660,040

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 936,021693,28030,7371,660,040 ― 1,660,040

営業利益 112,94355,17212,540180,656(84,672)95,984

(注)　 １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1) 駐車場関連事業　……駐車場管理機械等

(2) 電子機器部品事業……放送用・医療用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネ

クタ、電源ユニット、システム機器等

(3) 賃貸業　　　　　……建物、土地の賃貸等

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 

 
駐車場関連
事業
(千円)

電子機器部品
事業
(千円)

賃貸業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,778,3221,379,86460,0433,218,231 ― 3,218,231

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,778,3221,379,86460,0433,218,231 ― 3,218,231

営業利益 182,17447,07225,159254,406(182,916)71,490

(注)　 １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1) 駐車場関連事業　……駐車場管理機械等

(2) 電子機器部品事業……放送用・医療用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネ

クタ、電源ユニット、システム機器等

(3) 賃貸業　　　　　……建物、土地の賃貸等
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 

 
日本
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,573,75086,2891,660,040 ― 1,660,040

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,322 42,807 45,129(45,129) ―

計 1,576,073129,0961,705,169(45,129)1,660,040

営業利益 173,995 6,766 180,761(84,777)95,984

(注)　 １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

アジア　　　　……　タイ

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 

 
日本
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,000,526217,7043,218,231 ― 3,218,231

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

17,078 45,022 62,100(62,100) ―

計 3,017,604262,7273,280,331(62,100)3,218,231

営業利益又は営業損失(△) 261,185△7,732 253,453(181,963)71,490

(注)　 １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

アジア　　　　……　タイ
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 205,314 4,664 209,979

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 1,660,040

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.4 0.3 12.7

(注)　 １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　……タイ、中国、韓国

(2)その他の地域  ……ポルトガル、アメリカ、オランダ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 360,180 9,457 369,637

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 3,218,231

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.2 0.3 11.5

(注)　 １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア　　　　……タイ、中国、韓国

(2)その他の地域  ……ポルトガル、アメリカ、オランダ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

  

 157.50円

  

 177.30円

 
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,264,287 1,423,305

普通株式に係る純資産額(千円) 1,264,277 1,423,295

差額の主な内訳（千円）

少数株主持分
10 9

普通株式の発行済株式数(株) 8,038,100 8,038,100

普通株式の自己株式数(株) 11,147 10,647

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株)

8,026,953 8,027,453

 

２　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失

第２四半期連結累計期間

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 3.42円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失の金

額については、１株当たり四半期純損失であり、また潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失算定上の基礎

 

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 27,479

普通株式に係る四半期純損失(千円) 27,479

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,027,318
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第２四半期連結会計期間

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 6.61円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金

額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

(注)　 １株当たり四半期純利益算定上の基礎

 

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 53,069

普通株式に係る四半期純利益(千円) 53,069

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,027,184

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年11月12日

テクニカル電子株式会社

取締役会　御中

聖橋監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　松　　田　　信　　彦　　印

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　永　　田　　　　　敬　　印

 

   

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

テクニカル電子株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４

月　１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクニカル電子株式会社及び連結

子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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